
○坂東市コミュニティ助成事業補助金交付要綱 

令和５年３月２７日 

告示第４９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市民のコミュニティ活動（地域の連帯感に基づく自治

意識のもとに、市民が自主的に行う地域的な共同活動をいう。）の推進を

図るため、坂東市コミュニティ助成事業補助金を交付することに関し、坂

東市補助金等交付規則（平成１７年坂東市規則第２５号。以下「規則」と

いう。）及び一般財団法人自治総合センター（以下「センター」という。）

が定めるコミュニティ助成事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象となるものは、自治会、自主防災組織その他地域的な共

同活動を行う団体又はその連合体（以下「団体等」という。）で、センタ

ーが実施要綱で定める助成事業の実施主体として市が認めるものとする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、実施

要綱に定める助成事業とする。 

（補助金の交付額） 

第４条 補助金の額は、センターにおいて決定された助成金の額とする。 

（周知） 

第５条 市長は、申請を希望する団体等を広く市内から募集するため、市ホ

ームページ、市広報紙等を利用して、事業の周知を図るものとする。 

（申請） 

第６条 申請を希望する団体等は、コミュニティ助成事業申請希望書（様式

第１号。以下「希望書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。 

（１） 事業実施主体の会則若しくは規約又はこれに類するもの 



（２） 事業実施主体の当該年度の事業計画書及び収支予算書 

（３） 事業の見積書等の写し 

（４） 事業内容に関する資料 

（５） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の希望書を受理したときは、内容を審査し、適当と判断し

た場合は、速やかにセンターに申請を行うものとする。 

３ 複数の希望書の提出があった場合は、優先順位を決め、申請を行う。 

４ 希望書は、市長が別に定める募集期間内に提出しなければならない。 

（審査会） 

第７条 市長は、前条第２項の規定による内容審査等を行うため、コミュニ

ティ助成事業審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

３ 会長には副市長を、副会長には教育長を、委員には庁議構成員を充てる。 

４ 審査会の会議は必要に応じて会長が招集し、会議の議長となる。ただし、

会長に事故があるときは、副会長がその職務を代理する。 

５ 会長は、必要があると認めるときは委員以外の出席を求め説明を聴くこ

とができる。 

（審査） 

第８条 審査会は、次の各号に掲げる全ての要件における適否を審査するも

のとする。 

（１） センターの実施要綱の基準に適合していること。 

（２） 現に活発に活動している団体等であること。 

２ 複数の団体等から申請の希望があった場合における採択については、前

項各号に掲げる全ての要件のほか、次に掲げる事項により優先度を判断す

るものとする。 

（１） 事業の効果、対象がより広い範囲に及ぶものであること。 

（２） 事業の必要性及び緊急性が高いものであること。 

（３） 補助対象事業が、申請時において公共団体等から補助等を受けて



いないものであること。 

３ 審査会は、審査の結果を市長に報告するものとする。 

（助成の決定） 

第９条 市長は、センターから助成決定の通知を受けた場合には、速やかに

当該団体等に対し、コミュニティ助成事業補助金決定通知書（様式第２号）

により通知するものとする。 

（交付申請） 

第１０条 前条の規定による通知を受けた申請者は、規則第４条の補助金等

交付申請書を市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第１１条 市長は、前条の申請書の提出を受けた場合は、規則第５条の規定

により必要な審査をし、補助金の交付の決定をしたときは、規則第７条の

規定により当該申請者に通知するものとする。 

（交付） 

第１２条 補助金の交付決定後、交付決定額の全部を概算払できるものとす

る。 

（変更） 

第１３条 補助の決定を受けた団体等は、当該助成事業において変更が生ず

る場合は、速やかにその理由を付して市長にコミュニティ助成事業変更希

望書（様式第３号）を提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１４条 助成決定を受けた団体等は当該助成事業が完了した場合は、コミ

ュニティ助成事業実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、

速やかに市長に提出しなければならない。 

（１） 活動事業報告書 

（２） 領収書の写し 

（３） 活動を示す資料等 

（４） その他市長が必要と認める書類 



２ 市長は、前項の規定による実績報告を受けた場合は、その内容を審査し、

当該報告に係る事業の内容が補助金の交付決定の内容に適合すると認める

ときは、センターに実績報告を行う。 

（補助金の確定） 

第１５条 市長は、センターから助成確定の通知を受けた場合は、補助金の

交付を確定し、規則第１５条の規定により当該申請者に通知するものとす

る。 

（補助金の返還） 

第１６条 補助金を受けた団体等が、次の各号のいずれかに該当する場合は、

市長は当該団体等に対し、その補助金の全部又は一部の返還を命ずること

ができる。 

（１） 規則及びこの告示の内容に違反したとき。 

（２） 補助対象事業の施行方法が、団体等の健全な発展に対し不適当と

認められるとき。 

（３） 提出書類等関係書類に虚偽の記載をしたとき。 

（庶務） 

第１７条 当該事務に係る庶務は、企画部市民協働課において処理する。 

（その他） 

第１８条 この告示の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ 前項の規定にかかわらず、センターが定めるコミュニティ助成事業の廃

止に伴い、その効力を失う。 



様式第１号（第６条関係） 

  年  月  日  

坂東市長 様            

住 所             

申請者 団体名             

代表者        ㊞ 

 

コミュニティ助成事業申請希望書 

（       助成事業） 

 

次のとおりコミュニティ助成事業を行いたいので、助成されるよう申請を

希望します。 

 

１ 事業実施団体 

（１）団体の名称  

（２）所在地 

 （電話番号） 

〒  －       

（３）代表者氏名     

（４）結成年月日    年   月   日    

自主防の助成区分（      ） 

（５）本件該当地域の人口 本件該当地域       人（ 年 月現

在） 

 

２ 助成申請額 

事業費総額（Ａ） 自己負担額（Ｂ） 
コミュニティ助成申請額 

（Ａ－Ｂ） 

円 円 円 

 

自己負担額（Ｂ）の財源内訳 

（１）団体等支出金 （２）他団体補助金 
（３）その他

（    ） 

円 円 円 

 



３ 助成を必要とする理由 

 

 

 

４ 助成申請事業の実施計画 

（１）事業計画の内容 

 

 

 

事業支出の内容  

施設・設備 規格 数量 単価（円） 事業費（円） 

     

     

     

     

     

     

事業費総額  

 

施設、設備の現状  

現在使用している施設・設備

の有無及び使用年数 

有（場所             ） 

（年数：           年） 

無 

保管又は保管予定の施設 
住所： 

名称： 

保管又は保管予定の施設の

所有者 

 

保管又は保管予定の施設の

土地の所有者 

 

 

 

 

 



 

（２）「表示に関する基本デザイン」の表示方法（場所・大きさ・材質等具

体的に） 

 

 

 

 

 

（３）事業の実施予定及び完了予定 

実施予定   年  月  日 

完了予定   年  月  日 

 

５ 構成員名簿 

 

 

 

６ 連絡先 

住所  

氏名  

電話  

ファクシミリ  

電子メールアドレス  

 

備考 氏名を自署する場合は、押印を省略できます。 

 



様式第２号（第９条関係） 

 第     号  

  年  月  日  

       様 

坂東市長       印   

 

コミュニティ助成事業補助金決定通知書 

 

  年 月 日付けで申請のあったコミュニティ助成事業補助金については、

坂東市コミュニティ助成事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとお

り決定したので通知します。 

 

１ 補助事業等 

  補助金交付決定・非該当 

この補助金の交付の対象は、  事業でその内容は、 年 月 日付け

希望書記載のとおりとします。 

 

２ 補助金等交付決定額         円 

 

３ 条件 

（１）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をする場合

は、市長の承認を受けてください。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けてくだ

さい。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業等の遂行

が困難となった場合は、市長に報告し、指示を受けてください。 

（４）この補助金を目的外に使用したり、規則に違反したときは、その全

部又は一部を返還させることがあります。 

（５）その他 

 

４ 指示事項 

（１）この補助事業を完了したときは、速やかに実績報告書を提出してく

ださい。 

（２）この補助事業等に係る予算及び決算等の書類は、事業完了後５年間

保存しておいてください。



様式第３号（第１３条関係） 

年  月  日  

 坂東市長 様  

住 所          

申請者 団体名          

代表者        ㊞ 

 

コミュニティ助成事業変更希望書 

 

年 月 日付けで助成の決定を受けた事業について次のとおり事業計画を

変更したいので、坂東市コミュニティ助成事業補助金交付要綱第１３条の規

定により申請します。 

 

１ 当初決定内容         

実施団体名 補助金決定額（円） 事業内容 

   

 

２ 計画変更の理由及び内容 

該当するものを○で囲んでください。 

計画変更・中止・廃止．変更事項 

 

３ 変更年月日 

   

 

４ その他 

 

 

 

 

 

備考 氏名を自署する場合は、押印を省略できます。 



様式第４号（第１４条関係） 

  年  月  日  

 坂東市長 様 

住 所 

申請者 団体名         

代表者        ㊞ 

 

コミュニティ助成事業実績報告書 

（       助成事業） 

 

 年 月 日付け  第  号コミュニティ助成事業補助金決定通知書に

係る補助事業について、次のとおり実施したので、坂東市コミュニティ助成

事業補助金交付要綱第１４条の規定により報告します。 

 

１ 補助金交付決定額          円 

 

２ 事業の実施状況（事業規模、構造、数量、時期等） 

品名・事業規模等 構造 数量 時期 

   年 月 日 

   年 月 日 

   年 月 日 

 

３ 事業費支出状況 

事業費内訳  

施設・設備 規格 数量 単価（円） 事業費（円） 

     

     

     

事業費総額  

財源内訳  

事業費総額（Ａ） 自己負担額（Ｂ） コミュニティ助成額 

（Ａ－Ｂ） 

円 円 円 

 

４ 添付書類 

 

 

 備考 氏名を自署する場合は、押印を省略できます。 


